小平市公共施設等総合管理計画（素案）に対するパブリックコメントの実施結果
１　実施の概要
	期間
	令和３年１２月２３日（木）～令和４年１月２４日（月）

	意見応募者数
	　　　８人（意見の件数１２件）

	提出の方法
	持参
	１人

	
	送付
	０人

	
	ファックス
	１人

	
	メール
	０人

	
	市民説明会
	１人

	
	市ホームページ
	５人


　　
２　意見等に対する対応状況
	反映済み
	　　１件

	反映する
	　　１件

	反映しない
	　　２件

	参考意見
	１件

	その他
	　　７件


意見等は、基本的に原文のとおり記載しています。

３　意見等への対応
	番号
	意見等
	検討結果
	対応

	１
	防災計画をプラスすべき
	本計画（素案）３７ページの第４章４－１（４）防災・福祉・環境の視点において、小平市地域防災計画に基づく取組であることを記載します。
	反映する


	２
	在小平外国人の件も検討すべき
	在小平外国人に関する検討については、本計画（素案）の対象ではありませんが、ご意見として受け止めさせていただきます。
	その他


	３
	・東部プールの設備を複合施設のような市民スポーツセンターとして利用できる施設の建設を考えていただきたい。
・東部は人口も増え第５小学校の校舎は建てて増えましたが、それに伴いグランドが狭く、おもいっきり遊ぶこともできなく運動会も５０ｍ走も取れません。グランド横にある体育館、プールが老朽化に伴い建て替える計画があるのなら、東部プールをスポーツセンターのような施設となれば、プール授業もでき、市民にも開放できるのでは。という声が沢山上がっております。検討していただきたいです。
	プールの活用については、本計画（素案）の対象ではありませんが、第１期小平市経営方針推進プログラムの「事業の精査と見直し」における検討においての参考とさせていただきます。

	その他


	４
	・武道館の閉館後地域の方の活動できる場所が少なくなった。地域センター、公民館の使用もくくりがあって使いにくい。

	地域センター、公民館などの運営に関する内容については、本計画（素案）の対象ではありませんが、第１期小平市経営方針推進プログラムで掲げる「地域コミュニティ施設の方向性」を踏まえ、新たな地域コミュニティ拠点の整備を図る際の参考とさせていただきます。
	その他


	５
	更新費用等の試算について、２０６２年度までに延床面積を
２０％以上縮減すると全５期を通じた総額費用は４００億円の削減が見込まれるとの事ですが、更に、施設の複合化や吸収等によって廃止される施設の売却、有効利用、貸出し等による税収はどの位を見込まれているのか、シミュレーションした結果もお示し頂きたく思います。宜しくお願い致します。
	　施設の売却、有効利用、貸出し等については、跡地利用の方向性が決まっていないことから、現時点でシミュレーションとして示すことはできません。

	反映しない


	６
	　マネジメントをいうが、小平市としての、これまでの事業の在り方、市民の感想や批判・提案などへの関心や歴史への考察が見えない。マネジメントの本来は、人・市民の願いに応えることであるはずなのに、市民がどんな希望、願いを持っているのかについてより、削減、合併、安上がり、民間会社任せの理屈が主になっている感じである。特に、公民館の削減を危惧する。公民館は、市民が自主的に学び、成長したりつながっていける貴重な財産であり、削減やセンター等の名の施設にするのは反対である。市民の大事な財産を放棄することに他ならない。学校や公民館の中身の発展のためという観点での１１小関連の取り組みに、見直してほしい。急ぐ必要はない。
	今後、施設の老朽化や少子高齢化、人口減少に伴う財政バランスの悪化など、公共施設を取り巻く環境が変化していくことが予想されています。このような状況のもと、将来にわたって持続可能な施設総量となるよう、市では公共施設マネジメントの取組を進めています。
小平市第四次長期総合計画では、地域学習やコミュニティ機能を学校と複合化するなどにより、小学校を地域の核とした地域コミュニティの醸成を図ることとしており、公民館等のあり方については、第１期小平市経営方針推進プログラムで掲げる「地域コミュニティ施設の方向性」を踏まえ、新たな地域コミュニティ拠点の整備を図る際の参考とさせていただきます。
	その他


	７
	市では健康センターでの休日診療をおこなっているが、冬季には受診者が待合室に入りきれず、屋外または自分の車で待機している。今回の中央公民館（仮）新建物ではロビー部分を受診者の待合室として機能するように配慮してほしい。その際診察順の案内なども通知できるようにしてほしい。市としてはそれぞれの空間の広さを求めず、十分に換気などの感染対策を行いながら活用できるようにすると述べているが、具体的な案を示してほしい。
	健康センターの休日診療に関する内容については、本計画（素案）の対象ではありませんが、ご意見として受け止めさせていただきます。
換気対策については、施設の規模等、状況によって異なるため、個別に検討を行います。
	その他


	８
	市としては中央公民館（仮）新建物では災害時に照明、通信などを確保するための非常用電源または蓄電池の設置をしてほしい。
	中央公民館等の更新事業そのものについては本計画（素案）の対象ではありませんが、中央エリアの検討の際の参考とさせていただきます。
	その他


	９
	３８ページ　「公共施設の点検・診断等の実施方針および維持管理・修繕」について
老朽化が進む公共施設の管理は大変なことと思いますが、ならばこそ以下のことを望みます。
①何かあって修理が必要になっても、暑さ寒さに影響しないように、点検は適切な時期に行ってください。昨年１１月から１２月にかけて元気村で室外機が故障、修理のために1ヶ月間寒さに耐えなければいけませんでした。１１月に点検するのがそもそもおかしいと思います。②ある程度の修繕費を毎年の予算に組み込み、「予算がないから」と付け焼き刃的補修で当座を凌ぐようなことのないようにお願いします。
	公共施設の維持管理・更新等については、「小平市公共施設マネジメント推進計画」に基づき、財政状況等を勘案の上実施します。
修繕については、「施設の適正な計画修繕のあり方」に基づき、点検結果から導かれた情報について総合的に劣化度判定を行い、優先順位を定め、財政状況を勘案して、コストの縮減及び平準化を図りながら施設の維持管理を行います。
予算の兼ね合いもあり、全てを実施することはできませんが、適切に対応してまいります。なお、点検の時期については、検討をいたします。
	参考意見


	１０
	Ｐ．３７　第4章　公共施設等の管理に関する基本的な考え方

４－１　公共施設等に共通の基本的な考え方

（４）防災・福祉・環境の視点
「大規模災害の発生時には、学校などの公共施設は地域の避難所として、道路や下水道などは救援や災害復旧等における基盤施設として、重要な役割を担うことになります。災害発生時に市民の安全・安心を確保するため、公共施設等の維持管理・更新等における視点の一つとして平常時と異なる非常時の機能などを考慮します。」・・・①
「ユニバーサルデザインの考え方に基づいた福祉のまちづくりを推進します。・・・中略
「さらに、「小平市第三次環境基本計画（2021年（R3）年3月）に基づき、より一層の省エネルギーの推進、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入に取り組み、公共施設等の維持管理・更新等における視点の一つとして、低炭素社会づくりに向けた環境への配慮を考慮します。」・・・②
①防災の視点について
（賛同）「平常時と異なる非常時の機能などを考慮」に対して賛同いたします。

（理由）災害時に避難所となる学校施設等には、避難された市民の方へ安全で安心かつ平常時の日常生活に近い環境を提供することが重要であります。発災後もその機能を維持できるよう、フェーズフリーの考え方を取り入れた機能を持つ設備を導入することが必要と考えます。

＊フェーズフリー：日常的に使用・提供している施設機能や市民サービス、システムなどを平常時だけではなく災害時等の非常時においても利活用できるよう整備してくという考え方
	本計画（素案）３７ページの第４章４－１（４）で示すとおり、防災力の向上の視点で市としての基本的な考え方を示しています。
具体的な検討については、個別施設計画及び個別施設の基本計画及び基本設計の中で、施設の機能と費用対効果等を勘案して決定していきます。

	反映済み


	１１
	（№８関連）
②環境の視点について

（意見）「再生可能エネルギーとの親和性があるコージェネレーションシステムを含む自立分散型エネルギーと併せて導入すること」の追記を提案いたします。
（理由）再生可能エネルギーは環境にやさしい自然エネルギーであり、利用促進を図る必要がありますが、天候等で出力が変動するエネルギーです。そのため、再生可能エネルギーとの親和性があるコージェネレーションシステムを含む自立分散型エネルギーと併せて導入することで、電気・熱を効率的に利用できるだけでなく、エネルギーの低炭素化、再生可能エネルギーの導入促進、電力系統への貢献、レジリエンスの向上、など様々な価値を有しており、低炭素社会づくりに貢献するものと考えます。
	本計画（素案）３７ページの第４章４－１（４）で示すとおり、環境配慮の視点で市としての基本的な考え方を示しています。
具体的な検討については、個別施設計画及び個別施設の基本計画及び基本設計の中で、施設の機能と費用対効果等を勘案して決定していきます。

	反映しない


	１２
	社会教育法の第２０条に「公民館は、市町村その他一定区域の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、もって住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。」とあります。これまで小平市は正にこの条例通りの公民館運営がなされていたがゆえに、小平市民の市民としてのレベルは、どの地方自治体の市民にも劣らない水準を保ってこられたと思います。これからもぜひ今まで通りの公民館運営を持続し、また、公民館条例を残してほしいです。
	公民館の運営に関する内容については、本計画（素案）の対象ではありませんが、第１期小平市経営方針推進プログラムで掲げる「地域コミュニティ施設の方向性」を踏まえ、新たな地域コミュニティ拠点の整備を図る際の参考とさせていただきます。
	その他



1

